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社会福祉運営管理から社会福祉経営管理へ
-ソーシャルアドミニストレーション理論再考-
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量　社会福祉運営管理の定義と歴史
社会福祉運営管理は、社会福祉援助技術のうち
の間接援助技術、すなわち社会活動法を含む地域
援助技術、社会福祉調査法、社会福祉計画法など
と並ぶ技術に位置づけられ、一般的にはアドミニ
ストレーション(基本的な用語の意味は経営・管
理、行政・統治など)として、次の2つの意味で
用いられてきた。 1つは、国や地方自治体の福祉
制度・政策の方向や意志決定過程を含めた社会福
祉組織におけるサービス提供・調整活動全般の運
営管理であり、もう1つは、社会福祉サービスを
直接的に提供する社会福祉機関や施設・団体等の
運営管理である。
前者は社会福祉管理または社会福祉経営と呼ば
れ、後者は社会福祉施設運営管理と呼ばれてい
る。これらの内容は、それぞれイギリスにおける
ソーシャルアドミニスト　レーショ　ン(social
administration)、アメリカでのソーシャルウェル
フェアアドミニストレーション(social welfare
administration)の研究領域に相当するとされて
きた。しかし今日のわが国では、社会福祉をとり
まぐ時勢や環境の変化、とりわけ介護保険制度の
施行や社会福祉基礎構造改革の方向を具体化した
社会福祉法の成立、地方分権の推進などを背景と
して、社会福祉運営管理は、社会福祉施設運営管
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理を包摂する本来的な概念として理解されるよう
になってきている。
本稿では、両者の連動性に着目し、社会福祉運
営管理を広義にとらえ、新たな福祉環境のもとで
重要な概念・理論となる社会福祉経営管理につい
て考察するが、社会福祉運営管理の技術そのもの
がやや漠然とした概念であり、それに対する研究
や実践の蓄積も十分にされているとはいえないの
が現状である。そこでまずはじめに、アドミニス
トレーションの2側面に関する内容と性格、定義
および歴史的展開について整理しておこう。
1社会福祉運営管理-ソーシャルアドミニ
ストレーション
社会福祉運営管理は、 1920年代からイギリスで
研究が始められ、戦後の福祉国家体制の確立とと
もに、わが国の社会福祉とほぼ同じ意味もしくは
概念でソーシャルアドミニストレーションとして
用いられるようになった用語であり、イギリスに
おける社会サービス制度、すなわち対人福祉サー
ビス、国民保健サービス、住宅、教育、所得保障
の分野に関する国や自治体の役割と責任を主な研
究対象としている。その目的は、制度化された
サービスをどのようにして実現するか、そして実
現されたサービスが人々のニーズを充足している
か、といった視点からサービスを提供する社会福
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祉組織の運営管理のあり方を追求しようとするも
のである。
イギリスにおけるソーシャルアドミニストレー
ション研究の先駆者であるティトマス(Titmuss,
R.M.)は、 1967年のイギリス社会福祉管理学会第
1回大会において、ソーシャルアドミニストレー
ションの課題は、 「基本的には一連の社会的ニー
ズの研究と、欠乏状態のなかでこれらのニードを
充足するための組織(それは伝統的には社会的諸
サービスとか社会福祉とよばれるもの)がもつ機
能の研究に携わることl)」であると述べている。
ティトマスはソーシャルアドミニストレーショ
ンを「社会的諸サービスに関する政策形成とその
運営管理(policy making and administration)」と
定義したうえで、 「その研究の基礎には社会的
ニーズの研究がなければならない」という認識を
持ち、 「社会的諸サービスの諸形態、方法を現象
的に追うのではなく、その底に流れる社会的諸
サービスの目的なり機能を究明することこそ、社
会福祉管理学の建設に欠かすことのできないも
の」と考えたのである2)。そして、これらの諸課
題の追求を通してのソーシャルアドミニストレー
ションは、次のような問題を検討しなければなら
ないとしている3)。
①　政策形成とその予測および予測外の結果の
分析と記述
②　構造、機能、組織、計画の研究と施設およ
び機関の運営過程
③　社会的ニードおよびニードへの鞍近方法に
関する研究や処置、移転などの成果の活用と
類型
④　社会的費用およびマイナスの福祉(diswe-
1fare)の性格、属性、分布
⑤　時系列的に可処分資源の分布と分配を分析
すること、および社会的諸サービスの特定の
影響
⑥　議員、専門ワーカー、行政官および社会福
祉制度が操作・運用される場合に直接関係す
るグループなどの役割と機能
⑦　被保険者とか社会的サービスの受益者およ
びユーザー(利用者)という観点からみた市
民の社会的権利
⑧　社会法、行政法をはじめ、その他の諸規定
に示される社会的諸施設の価値と権利を配分
する(中央および地方)政府の役割
ティトマスによるソーシャルアドミニストレー
ション研究に対する課題提起は、その体系化に多
くの示唆と教訓を与えている。すなわちティトマ
スは、ソーシャルアドミニストレーションの実践
過程では、人々のニーズに対して国や自治体の政
策が適切に機能しているかについて、政策過程と
結果とを対比させつつその効果を常に分析・評価
していくことが必要であり、ニーズ充足のために
不可欠な制度設計の方法やそれが果たす機能、お
よびその目的を達成するための組織や計画、さら
には個別・具体的にサービスを提供する施設や機
関における運営過程のあり方を追求していくこと
が重要であるとする。
そして制度・政策をより有効に機能させるため
に、社会的ニーズ把握の方法とニーズ発生のメカ
ニズムに関する研究、サービスを提供するために
必要な費用の調達の方法と選択されたサービスが
もたらす効果の検証を行うとともに、サービスを
受ける権利とそれを擁護していく人的資源の役割
と機能の明確化を図ることが不可欠であるとし
だ。それらを含めて、中央と地方政府の役割分担
と責任を法拘束的に明らかにしていく必要性を提
起したのである。
ティトマスの研究は、ソーシャルポリシー(社
会政策)の領域でも注目されている。彼はソー
シャルポリシーを、 「基本的には対立する政治目
的ないし目標の選択と、いかにしてそれを実現す
るかにかかわる」研究とし、ソーシャルアドミニ
ストレーションは、 「我々がソーシャル・サービ
スとよんでいるものを配達し供給するための人間
組織(human orgnization)と公的機構(fomal
structure)についてのもの」であるとしている4)。
このような基本的認識に基づいて、 2つの領域を
「相関達する目的と手段の相互作用とみなしつ
つ、政策を具体的なサービスとして展開するため
に必要な組織化・運営過程、更にはこの問題に関
わる広範な研究分野5)」として、先に示した定義
づげを行っている。
その後、 1973年のオイルショックを契機とし
て、イギリスでのソーシャルアドミニストレー
ションに対する研究動向も少しずつ変化し今日に
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至っている。たとえば、ティトマスの同僚であっ
たドニソン(Donnison,D.V.)は、ソーシャルアド
ミニストレーションのアプローチを、 ①制度論お
よび政策志向アプローチ、 ②システム論および多
元主義的アプローチ、 ③マルクス主義および構造
主義的アプローチ、の3類型に分類し、ティトマ
スを中心とする学派を①に属するものとしてい
る。それは、ティトマスらの研究に対する批判的
考察とその継承を意味している。近年では、フェ
ミニズムアプローチの視点からの研究やマイノリ
ティの権利、さらに国際比較からのアプローチも
出現すると同時に、雇用政策や財政政策を含めた
研究領域の拡大がみられている。
イギリスにおけるソーシャルアドミニストレー
ションの概念は、当初、社会行政、社会福祉行政
などと訳されていたが、 1970年代に入って本格的
にわが国にも取り入れられるようになった。イギ
リスでの研究動向や三浦文夫による「社会福祉政
策論」の展開6)などを経て、国や自治体、社会福
祉機関、施設や団体などの社会福祉組織が、地域
の福祉システム・活動を背景として、どのように
して人々のニーズを把握し、そのニーズの緩和や
解決を図るための制度や政策、サービスを展開し
ていくかといった運営管理を意味するようになっ
てきている。
社会福祉運営管理には、社会・経済の構造変化
を背景として発生するさまざまなニーズに対応
し、必要なサービスを的確に提供していく機能が
求められることとなる。ニーズとサービスのより
よい調整を図っていくためには、社会福祉の制度
や政策を選択・決定する国や自治体、およびそれ
に基づいてサービスを提供する機関や施設が、新
たに発生するニーズに柔軟かつ適切に対応できる
運営管理の技術を構築していくことが不可欠であ
る。さらに、サービスの直接的な利用者やその家
族、広く地域住民の参加も含めて、さまざまな福
祉問題に対処することのできる運営管理の技術が
必要となってくるのである。
2　社会福祉施設運営管理-ソーシャルウエ
ルフエアアドミニストレーション
社会福祉施設の運営管理は、ソーシャルワーク
実践における方法論の一分野として、主としてア
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メリカにおいて1920年代から研究されてきたもの
であるが、ソーシャルウェルフェアアドミニスト
レーションという用語が使用され始めたのは、そ
の理論的研究が急速に発展した1950年代の後半か
らである。それ以前は、アドミニストレーション
オブソーシャルエージェンシー(administration
of social agency)といった言葉の中にはは同様の
意味を含ませて使われていた。
ソーシャルウエルフェアアドミニストレーショ
ンとは、社会福祉のサービスを琵供する機関や施
設が、サービスの質を向上させ、組織の目的と役
割を十分に果たす運営管理を意味している。具体
的には、社会福祉の専門的な援助を必要としてい
る人々に対して、さまざまな機関や施設がその
ニーズの緩和や解決を図るために最大限の機能が
発揮できるよう、必要な諸条件を合理的に整え資
源を動員して、円滑かつ適切にサービスを展開す
ることである。とりわけ施設の運営管理において
は、地域社会との関係強化も重要な課題となると
いえよう。
ここで、アメリカにおけるアドミニストレー
ション研究の歴史的展開を知る意味で、代表的な
定義をあげておくこととする7)。ダナム(Dunha-
m,A.)は1949年に、 「アドミニストレーションと
は、その施設が直接のサービスを行うのに必要で
あり、いやでも付帯してくるものであって、直接
のサービスを維持し、これを容易にする活動をい
う」と定義し、翌年キッドネィ(Kidneigh,J.C.)
は、 「施設の方針をソーシャル・サービスのなか
へ移しこむ過程」であるとした。キッドネィはそ
ののちの1957年には、 「社会福祉施設のアドミニ
ストレーションとは、方針をソーシャル・サービ
スのなかへ移しこむ過程であり、その方針を評価
し修正していくために経験を活用することであ
る」と追福している。
1960年にはクルース(Kruse, A.H.)が、 「施設
がその日的にかなったもっとも効果的なサービス
を実施できるように、その施設が利用できる、あ
らゆる資源を活用する過程をいう」としている。
また、スタイン(Stein, H.D.)は1965年に、 「組織
関係者の相互努力、調整の努力を通して、その組
織の目標を決定し、それを完遂する過程をいう」
とした。さらに1971年、トレッカー(Trecker,
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H.)は、 「機関のスタッフ、理事会、構成員など
は、活動を展開している機関の置かれている状況
において個別的に、また集団的に、最もふさわし
いサービスを提供するという目的をもって、個人
または集団としてその責任を果たし得るよう、ア
ドミニストレーターによって援助されるプロセス
である8)」と定義している。
このように、年代順にいくつかの定義をあげて
みると、ソーシャルウェルフェアアドミニスト
レーションが、企業等で支持されていた科学的管
理法の影響を引き継いだ「活動」という概念か
ら、施設全体で考え相互に協力して行動する「過
程」へと変化し性格づけちれてきたことがわか
る。とりわけ、キッドネィはサービス提供の過程
で得られた経験を施設の方針へとフィードバック
していくことを強調し、トレッカーはニーズを有
する個人や集団に対するサービス提供を運営管理
の目的として明確化した点に注目する必要がある
といえよう。
わが国においてほ、重田信一が1971年に、先に
示したキッドネィの定義を支拝しつつ、 「アドミ
ニストレーションは、その組織の機構・運営過程
を調整し、また職員の勤務条件その他の整備をは
かるなどして、その組織目的を完遂し、また目的
そのものも社会変動に伴う地域住民ニードの変化
に対応するよう検討し修正する働きなど多面的な
活動を統括した1つの組織活動を指す)」と述べ
ており、これが社会福祉施設運営管理の基本的な
定義として定着し今日に至っている。
社会福祉施設の運営管理は、 ①機関や施設の目
標や基本方針の設定、 ②目標を達成するための計
画の立案、 ③立案した計画の実施・実践、 ④実践
と目標の関係の評価、 ⑤目標の修正と再計画およ
び広報活動、といった過程から構成されている。
その過程を効果的に達成していくためには、人事
管理(職員の採用・配置・教育研修、賃金・労働
時間、職場の人間関係を含む労働環境)、施設設
備の管理(施設の建物や設備備品等の保守・改
善)、事務・財務管理(機関や施設に固有の事務、
財源の調達と管理、予算管理、健全な財政運営の
確保)とこれを基盤としたサービス管理(利用者
に対する効果的なサービス提供、情報開示)、な
ど、きわめて現実的かつ実践的な課題がある。
今日、社会福祉に関連する機関や施設をとりま
く状況は、大きな変革期を迎えている。保育サー
ビスは保護者と行政機関との契約方式へと変更さ
れ、高齢者福祉サービスでは利用者と事業者の契
約による利用方式が創設された。さらには障害者
福祉サービスの分野でも、支援費支給方式による
利用契約制度が導入された。今後は、社会福祉施
設での運営管理のあり方についても、従来と比較
して経営的側面がより重要視されてくることとな
る。国や自治体の福祉制度・政策の動向をキャッ
チしなから、創意工夫を生かしたサービス提供体
制を整えていくことが課題となるであろう。
Ⅱ　これまでの社会福祉運営管理の理論と
原則
1　社会福祉運営管理の基礎理論
社会福祉運営管理には、社会・経済の構造変化
を背景として発生するさまざまなニーズに対応
し、必要なサービスを的確に提供していく機能が
求められることはすでに述べたとおりである。し
かし今日、各種の福祉制度や政策の選択・決定を
行い、またはサービス提供主体となる社会福祉組
織の類型は、 ①国・都道府県・市町村といった行
政機関、 ②社会福祉法人としての社会福祉協議
会、 ③社会福祉法人が運営する施設、 ④第三セク
ター方式による福祉公社、 ⑤住民の協同や参画を
基盤とした農協や生協、 NP〇、ボランティア団
体、 ⑥営利を目的として在宅サービスを展開する
民間企業など、ざわめて広範かつ多元化してきて
いるのに加えて、それぞれの組織では特有の運営
管理が行われている。
たとえば、行政機関においては、多様化する
人々のニーズに対応した制度や政策を企画・立案
し、これを法制化し、さらに計画的な資源配分を
行いつつサービス提供過程とニーズ充足過程を調
整する運営管理が必要となる。また、社会福祉法
人や施設・団体等では、人事管理や施設設備の管
理、事務・財務管理、機関や施設が提供するサー
ビス管理のほか、スーパービジョンやケアマネジ
メントにおける計画・実行・評価などが必要とな
る。その意味では、社会福祉運営管理は、さまざ
まな社会福祉組織が存在する中での総合的な調整
作用と考えられるのである。
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しかし、機関や施設・団体等においては、それ
がどのような形態であったとしても運営管理(ア
ドミニストレーション)が必要となることに異論
はない。そこで、パーソンズ(Persons,T.)の組
織理論を援用して、 1977年にサリー(Sarri, R.C,)
が提示した、組織の異なる三段階のレベルで変動
するアドミニストレーションの機能に着目しなか
ら、その基礎理論について検討を加えてみること
にしまう10)。
サリーが示した3段階のレベルの第1ほ、制度
的レベルでのアドミニストレーションである。社
会福祉運営管理の視点からすると、国の組織や機
関に相当すると考えてよいであろう。制度的レベ
ルとは、社会目標を社会的行為へと変換し実行す
る際の運営的な諸活動にあてはまるとされる。社
会的目標とは人々の集合的なニーズを緩和し解決
することであり、社会的行為とはニーズに対応す
る適切かつ具体的なサービスを指している。社会
的な価値は常にこのレベルに関係していることか
ら、その関心は政治過程にも向けられる。
制度や政策の企画・立案者はその目標を具現化
するための調整を行ったり、組織構成員やサービ
ス利用者に対してリーダーシップを発揮する役割
が期待される。社会的支援や援助を必要とする
人々の集合的なニーズは組織行動に外的な影響を
及ぼすが、これを把握して組織目標が明確化され
るにしたがって内的な調整機能と相互に影響し合
うことになるとぎれる。また、それぞれの機関や
施設が扱う社会的ニーズの範囲を確定すること
も、制度レベルでのアドミニストレーションの重
要な機能であり、それは法的根拠をもって、機関
や施設が提供するサービス内容を規定する形で具
体化されることとなる。他のレベルにおける実践
活動の環境を整備する役割を担っているが、一方
では直接的なサービス提供を行う他のレベルから
その方向性などを修正される可能性のある活動形
態でもあるといえる。
第2のレベルは管理的レベルであり、サービス
利用者と次に述べる専門的なレベルの仲介に関係
しているとされる。都道府県や市町村の福祉機
関、都道府県社会福祉協議会などがこれにあた
る。また、地方分権推進の一形態として、とりわ
け介護保険制度における要介護認定の事務を共同
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で処理することなどを目的として、各地で設立さ
れている広域連合などもこれに含まれる。これら
の組織は、独自に条例を制定することができると
されている組織が中心であることから、第1の制
度的レベルに相当する部分もあると考えられる。
このレベルの機能は、社会的ニーズに対応する
サービスの有効性や生産性を高める社会資源の調
達と配分、あるいはそれを達成するための計画策
定、財源確保、組織のコーディネートなどがあげ
られる。組織目標や活動範囲が明確となれば、管
理的レベルの活動は、目標達成のための手段にか
かわる意志決定も含まれることになる。一方で
は、社会福祉の制度・政策と実践の統合化を図る
作業も求められてくる。人々のニーズが、制度的
レベルでのアドミニストレーションに的確に反映
されるよう機能することが必要である。
第3のレベルは専門的レベルにおけるアドミニ
ストレーションである。これには専門的活動の遂
行、すなわち個別のニーズとサービスを適切に結
びつけるケアマネジメント、サービス利用者の自
由な意志に基づく選択を前提としたサービスの提
供、援助を必要としている人々に対する助言、生
活を維特継続するために必要な金品や物的資源の
捏供などが含まれる。社会福祉協議会や各種社会
福祉施設、福祉公社、農協や生協、 NP〇、ボラ
ンティア団体、介護サービスの指定事業者、民間
企業などがこのレベルに相当する。
この専門的レベルに属する機関や施設の機能強
化が、社会福祉施設運営管理の範疇に含まれてい
ると理解してよいであろう。これらの機関や施設
で実施される運営管理は、実行可能な目標達成の
ための技術の選択、実施、統合化に関係する。個
別の利用者に対する援助計画達成のための的確な
アセスメント、それを可能とする職員の能力や資
質といった問題を含んでいる。さらに施設におい
ては地域社会とのつながりが、社会福祉協議会で
は住民による福祉活動の組織化などが大きな課題
となる。運営管理をすすめるうえで中核となる職
員は、目的問の矛盾や優先順位を処理し決定しな
ければならない。また、目的達成のための組織の
継続性や職員開発のシステムを用意しなければな
らないのである。
それぞれのレベルは、アドミニストレーション
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の特徴的な機能を提起しているといえるが、 3段
階のレベルには相互に重複する機能も含まれてい
る。アドミニストレーションの機能分析に関する
組織理論的なアプローチは、単なる組織間の役割
分担の整理にとどまるものではない。社会福祉運
営管理は、さまざまな社会福祉組織が存在する中
での総合的な調整作用なのである。制度的レベル
で企画・立案された制度や政策は、管理的レベル
を通じて専門的レベルで実践されるといった-方
通行的な概念としてではなく、専門的レベルでの
実践における諸課題が、直接あるいは間接的に管
理的レベルを通じて制度的レベルでの制度や政策
に反映されていく過程であることを十分に理解し
ておく必要があろう。
2　社会福祉運営管理の原則
社会福祉運営管理における原則について、佐々
木恒夫は、無限ではない財と人材を駆使してそれ
を遂行するという現代的課題に照らして、 ①行政
組織と民間組織の福祉運営における独自あるいは
協働の役割を果たしていく機能やかかわりが社会
サービスとして確立しているかという視点を待つ
こと、 ②社会サービスが新しいニーズに柔軟に対
応し、かつ資源とバランスがとれているかという
視点を持つこと、 ③社会福祉事業法でいう社会福
祉事業に共通する事項を定め、基本的人権の保障
を実現するために社会福祉運営が適正に行われる
ことを目的とし、市民参加と地域の理解という視
点を特つこと、をあげている11)。
社会福祉運営管理は、社会福祉の政策と実践の
2つの立場から統合性をもって、計画・調整・進
行管理などをすすめる作業がより-層必要とされ
てきている。先の組織構造的アプローチによる機
能分析で明らかにしたように、それぞれのレベル
の統合化は、政策主体や運営主体が、職員、施
設、財源、専門的知識や技術といった資源を確保
し、制度や政策を企画・立案し、事業展開を可能
とするようにそれを組織し、あるいは財源を配分
してサービス提供過程を統制するという一方向の
運営機能ではなく、両者がその活動を通じて互い
に影響し合うという相互作用の性格をもたなけれ
ばならないとされる。
また、組織運営によるサービス提供過程は、 -
方でサービス利用者にとってのニーズ充足過程で
あることに注目しておく必要がある。それは、社
会福祉組織の運営管理面を視野に入れながら、他
方でニーズとサービスが適切にフィットしている
かという側面に着目することであり、この両面か
らサービスそのものを全体として発展させるはた
らさを必要としているからである。すなわち、社
会福祉運営管理は、社会福祉組織の枠組みだけの
展開として短小化してはならず、常に利用者の
ニーズと対比させながら、提供されているサービ
スの有効性に関する検討や検証を行う機能を有し
ていなければならないのである。
ところで、 ③の原則に関連して、 2000年6月7
日に公布・施行された「社会福祉の増進を図るた
めの社会福祉事業法等の一部を改正する法律」
(-部は2001年4月l日から施行。後述する措置
制度から利用制度への変更、地域福祉計画等の策
定、知的障害者福祉等に関する事務の市町村への
委譲に関する規定については2003年4月1日施
行。)の成立によって、今後の社会福祉のあり方
に大きな改革がもたらされた点に注目しておかな
ければならない。
この一連の法改正は、社会福祉の一層の増進を
図るため、福祉サービスに関する情報の提供・利
用の援助および苦情解決に関する規定を整備して
福祉サービスの利用者の利益の保護を図るととも
に、身体障害者、知的障害者、障害児等にかかわ
る福祉サービスについて、従来の市町村による措
置から利用者の申請に基づいて支援費を支給する
制度を導入するほか、市町村地域福祉計画等の策
定、ならびにその他地域福祉の推進を図るための
規定を整備する内容となっている12)。
これまで、社会福祉を目的とする事業の全分野
における共通的基本事項を定めてきた社会福祉事
業法は、その名称が示すとおり、社会福祉事業が
公明かつ適正に行われるための諸規制を定めるこ
とを主眼とするものであった。しかし今回の改正
によって、その日的および理念規定が利用者本位
の社会福祉制度を確立する観点から抜本的に見直
されるとともに、その内容と性格が変更されたこ
とにともなって、法律の名称も社会福祉法と改め
られている。
社会福祉法第1条においては新たにその日的
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を、 「社会福祉を目的とする事業の全分野におけ
る共通的基本事項を定め、福祉サービスの利用者
の利益の保護および地域福祉の推進を図ることに
ょって社会福祉の増進に資すること」としてい
る。さらに第3条では、福祉サービスの基本理念
として、 「個人の尊厳の保特を旨とし、福祉サー
ビスの利用者が心身ともに健やかに育成され、ま
たはその有する能力に応じ自立した生活を営むこ
とができるよう支援するものとして、良質かつ適
切なものでなければならない」ことが明文化され
た。これらの規定が示すとおり、今後の社会福祉
運営管理には、利用者の自立支援の立場からサー
ビス提供過程の透明性を高めるとともに、地域福
祉の計画的な推進を含めてニーズとサービスのよ
りよい調整を図っていく機能が求められているの
である。
Ⅲ　社会福祉運営管理から社会福祉経営管
理への展開
1行政機関における運営管理と経営管理
社会福祉の運営管理は、制度や政策の企画・立
案機能の一局面をなすといえるが、その機能はま
た価値選択の問題とかかわるものであるとされ
る。 1999年7月に成立し、 2000年4月1日を施行
期日とした「地方分権の推進を図るための関係法
律の整備等に関する法律」では、国と地方公共団
体の対等・協力の新しい関係を構築するため、こ
れまでの機関委任事務は廃止され、地方公共団体
が処理する事務は、新たに自治事務(地方公共団
体が処理する事務のうち法定受託事務を除いた事
務)と法定受託事務(本来は国が処理すべき事務
であるが、国民の利便性等の観点から地方公共団
体が処理するものとして法律またはこれに基づく
政令に特に定めるもの)に再編された。
さらに、地方公共団体に対する国の関与につい
ては、機関委任事務にかかわる包括的な指揮監督
権を廃止するとともに、地方自治法に規定される
関与の基本的類型に沿った必要最小限度のものと
するとされたことを受けて、今後は国(厚生労働
省)が基本的な制度・政策設計を行い、自治体が
これを受けて実施するという構図が大きく転換さ
れる形となる。すなわち、先に述べた第2段階の
管理的レベルの機能がより重要性を増すこととな
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り、その責任のもとで、地域社会における広範な
ニーズや福祉課題への柔軟かつ適切な政策的対応
が求められてくることとなる。この課題を遂行す
るにあたっては、社会的なニーズやそれを充足す
るためのプライオリティ、選択を基本とした計画
策定、実施、資源調整等にかかわる価値選択、経
営的力量が問われてくるのである。
行政機関が福祉運営を行う場合においては、一
定の計画に基づいて実施段階に移されるのか基本
であるが、その中には、社会福祉運営管理が行政
計画と整合機能を持つ計画管理、具体的に配置さ
れている社会資源や財との調整機能を持つ調整管
理、実際の運営において行われる諸管理の調整機
能を持つ運営管理、という3つの側面または3つ
の段階があるといわれている13)。ここでは、住民
に身近な地方自治体における計画管理を中心とし
て、計画を遂行するために必要とされる財務(予
算)管理、およびこれらを具体的に運用する組織
管理といった視点から、新たな福祉環境のもとで
要請される社会福祉経営管理の概念、展開過程に
ついて論じることとする。
(l)自治体社会福祉経営(こおける計画管理
計画管理には、自治体が中・長期的視点に立っ
た政策・活動目標やそれを具体化するために策定
する行政計画と、行政計画の一部として位置づけ
られる福祉計画の管理がある。前者の行政計画
は、市町村がその事務を処理するにあたり、議会
の議決を経て、地域における総合的かつ計画的な
行政の運営を図るための基本構想を定め、これに
即して行なうべきことを規定した地方自治法第2
条4項の規定に基づいて策定される計画を指して
いる。市町村の行政計画は、その地域の文化・産
業・教育・住宅・保健医療・福祉など多方面にわ
たる将来ビジョンを確立し、政策の基本方針とし
て公開することによって行政の責任を明確化した
うえで、住民との協力体制のもとにその実現を図
るという意義を有している。
行政計画は、基本構想から始まり基本計画、実
施計画へと移されていくが、基本計画はおおむね
10年から15年で前期・中期または前期・中期・後
期といった段階に区分して策定されるのが一般的
である。また、実施計画は具体的な事業計画とそ
れに対応した財政計画から構成されるが、これら
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はそれぞれ、基本計画の中で構想された事業につ　かし本来、計画は個別のニーズやその地域特有の
いて、実施段階に至っている事業を明示するとと　福祉課題と密接に関連しているのであるから、事
もに、具体的な展開方策や自治体の歳入・歳出の　業内容についての費用対効果などに関する検証を
状況を勘案して予算計上を行うものである。実施　実施段階で行うとともに、社会福祉調査等の技術
計画は、地域住民のニーズや社会・経済環境の変　を活用してサービスの充足度や満足度に関する調
動、市町村の財政状況などと対比させながら、 5　盃などを評価段階で行うことが不可欠となる。
年程度のサイクルでローリングされる。　　　　(2)自治体社会福祉経営の財務(予算)管理
‾方の福祉計画は、地域における社会福祉の増　　自治体が行政計画に盛り込んだ政策や活動・事
進に資するために、住民のニーズに対応して高齢　業は、それに見合った適切な財源確保がなされる
者、障害者、児童といった対象ごとに策定される　ことによって具体化される。計画と財源を結びつ
計画である。具体的には、老人保健法および老人　けるためには、財政支出の統制、活動や事業の管
福祉法の規定に基づく老人保健福祉計画、介護保　理、事業内容の評価に基づく費用の配分といった
除法に基づく介護保険事業計画など、個別の法律　マネジメント機能を持つ予算化がされなければ単
に基づいて自治体において策定が義務づけられて　なる机上のプランとなってしまう。予算は-般会
いる計画や、市町村が地域の実態を把握して適切　計と特別会計に区分され、翌年度に見込まれる歳
な施策を推進することを目的として策定する、独　人と歳出を踏まえて、各種事業にかかわる経常的
白の障害者福祉計画や子育て支援・児童育成にか　経費や技資的経費などが計上される。福祉関連予
かわる計画など、幅広い対象別計画がある。　　　算では、市町村の介護保険事業に関する予算は特
今後は、これらの計画を自治体レベルで総合化　別会計とすることが法定化されているが、その他
し、地域における福祉計画として、さらには行政　の福祉サービスは一般会計として処理される。
計画の中核として、基本構想、基本計画、実施計　　自治体における予算確定までのプロセスは、ま
画のあらゆる段階での重要課題に位置づけていく　ず、基本計画に沿って、それぞれの担当部局で翌
必要があるといえる。その意味で社会福祉法第　年度に実施を予定する重点事業を検討する。基本
107条に規定され、 2003年4月から施行された市　計画は10年から15年という長いスパンで構想きれ
町村地域福祉計画の策定にあたっては、 「地方自　ているのが一般的であるため、その時々の政策動
治法第2条4項の基本構想に即し、地域福祉の推　向や地域住民のニーズを反映した実施計画として
進に関する事項として一体的に定める」という条　再検討されていくが、その場合でも、基本計画や
文の趣旨に照らしつつ、 ①地域における福祉サー　基本構想に立ち返ってこれを見直すことが必要と
ビスの適切な利用の推進、 ②地域における社会福　なる。この作業はおおむね8月から10月頃までに
祉を目的とする事業の健全な発達、 ③地域福祉に　行われる。
関する活動への住民の参加の促進、を具体的に推　　その後、具体的な予算原案の作成に入り、当該
進するための資源や財源を確保し、実効性を高め　年度の12月補正予算の提出前には原案の作成が終
る努力が必要となろう。　　　　　　　　　　了する。続いて、企画・財政担当部局が中心と
行政計画や福祉計画は、 「計画し、実施し、評価　なって各担当部局から提出された予算原案に対し
する(plan-do-See)」の過程をとるとされる。す　て、その事業の優先度や人員配置要求の必要性に
なわち計画は、立案・決定のみで終了するのでは　関して厳格な査定を行う。翌年1月初旬頃までに
なく、これを実施段階に移し、その効果や結果を　予算配分の調整がなされ、最終的には理事者に
評価して新たな計画に反映させることが必要であ　よって裁定されて担当部局に内示されるのか通常
るとする考え方であるoこの点について、たとえ　である。こうした過程を経て、自治体の予算案は
ぼ老人保健福祉計画や介護保険事業計画などを　3月議会に上程され、そこでの審議を受けたのち
策定する場合、計画段階では、高齢者の人口推計　に承認の議決がされて成立することになる。
などと対比させながら、将来的に必要となるサー　　長期化する不況によって自治体の税収は落ち込
ビスの目標数値を算出する手法をとっている。し　み、慢性的な財源不足の状態におかれている。子
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算原案の作成は、自治体ごとに設定された予算編
成方針に基づいて行われるが、その内容は、実施
計画に基づく事業の重点的・効率的推進、既存の
社会資源の効果的活用、民間活力の導入による新
たな事業手法への転換、人件費を除く経常的経費
のマイナス10%以上のシーリングの設定、国庫補
助や地方交付税を活用した事業の展開、などが示
されてきている。
このような状況の中で、一般会計から支出され
る各種の福祉サービスの財源を確保していくため
には、福祉担当部局は、予算配分を査定する企
画・財政担当部局、自治体内部の他の部局だけで
なく、首長や議員の理解を得ることが必要とな
る。さらには、サービス利用者や地域住民からの
広範な合意と支援を獲得して、福祉関連事業をよ
り優先度の高いものとして認識させる努力をしな
ければならない。自治体内外の理解や合意・支援
を得るためには、福祉担当部局全体の意思統一を
図るとともに、組織的に立案した政策や計画の根
拠となるニーズを科学的・視覚的に提示し、具体
的にどのように事業に取り組んでいくか、そして
その効果はどのような形で現れてくるか、といっ
た実施体制や手法、政策効果に関する見通しや到
達点を十分に強調する必要がある。自治体財務に
ついての知識や予算執行の技術、福祉担当部局と
他の部局との組織間のバランス、企画・財政担当
部局との交渉能力などが求められる。こうした視
点からみると、これまでのような「運営管理」的
概念よりも、 「経営管理」という実質的側面が強
調される必要がある。
(3)自治体社会福祉経営における組織管理
行政における組織機構の再編成は、 1980年代以
降、地域でのトータルケアシステム構築の視点か
らも、 「従来のような福祉部、衛生部、教育委員会
の縦割の行政管理機構、福祉部内での福祉六法に
即した所管事務事業は、統合された管理運営を
可能とする組織機構に再編されなければならな
い14)」と指摘されてきたように、福祉担当部局と
保健担当部局の統合化の必要性が提起されてきて
いた。 1988年に厚生省内に老人保健福祉局が開設
されたことをきっかけとして、各都道府県でも同
様の機構改革が実施されてきたが、介護保険制度
の施行、社会福祉法の成立と必置規制の見直しな
25
どを背景として、自治体での社会福祉運営(経
営)を推進する新たな組織管理のあり方が重要な
課題となってきている。
近年の動向としては、市町村レベルにおいて福
祉と保健の各担当部局を統合し、保健福祉部・民
生部などと名称変更して本庁組織の再編成を図っ
ている例が見受けられる。また、本庁舎とは別な
建物(総合福祉センター・保健福祉センターな
ど)に福祉事務所や保健センターの機能を集中的
に配置し、さらにそこに基幹型在宅介護支援セン
ターやホームヘルパーステーション、訪問看護ス
テーションなどの組織を併設して、相談援助から
サービス提供の総合化を目指す取り組みも各地で
実践きれるようになっている。今後は、福祉と保
健・医療の一元化による利用者本位のサービス提
供を具現化するため、各種の民間福祉サービス提
供主体との連携や協働も視野に含めた組織体制づ
くりが必要となるであろう。
新たな組織体制づくりは、自治体における人事
管理の問題と大きくかかわっている。現在のとこ
ろ、福祉専門職採用制度を実施している自治体は
数少ない状況にあり、ほとんどの場合、社会福祉
主事任用資格を有する一般職の職員が現場実務を
担当しているのが現状である。福祉と保健・医療
の一元化のための組織体制の確立に向けては、自
治体内部の組織機構の再編にとどまらず、社会福
祉士や精神保健福祉士などの福祉専門職の採用と
配置、保健・医療分野の専門職との協働のシステ
ムを確立していくことが急務である。
これからの自治体の役割は、措置の実施者から
契約による利用制度の管理者へとシフトしていく
ことになる。こうした改革の中にあっても、限り
ある財源と資源を最大限に活用して公私にわたる
福祉サービス提供体制を整備し、サービスの適切
な利用を可能とする施策の展開を図っていく視点
が必要である点には変わりはない。組織管理の方
法は自治体の規模や地域性などによって異なる
が、これらを具体的にすずめていくためには、自
治体組織の効果的かつ効率的な運営、すなわちマ
ネジメントのあり方を模索していく姿勢を常に持
ち続けなければならないであろう。
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2　社会福祉施設等の経営管理
社会福祉をとりまく情勢や環境の変化にともな
い、現在、わが国においては、社会福祉協議会や
各種社会福祉施設、福祉公社、農協・生協、 NP
〇、ボランティア団体などからさまざまな形で在
宅・施設サービスが提供されるようになってきて
いる。先に示した重田信-の定義などからすれ
ば社会福祉施設の運営管理という概念は、社会
的な自立生活が困難な人々に対する、施設におけ
る社会的支援の方法または技術論としてだけでな
く、多元化・多様化するサービス提供主体の運営
管理にも援用できるものとも考えられる。その意
味で今後は、これらの施設や組織・団体等に共通
する経営管理の理論や技術論を確立していくこと
が課題となるであろう。ここでは、社会福祉施設
の運営について、主として経営管理の視点からそ
の方法論を概略的に解説する。
(1)社会福祉施設等における組織管理
サービス提供主体としての社会福祉施設や組
織・団体の経営管理において、もっとも重要なこ
とは、その目的や理念、基本方針、社会的価値を
認識し、明確化して内外に向けて示していくこと
である。施設等が有する目的は、いわゆる一般企
業のそれとはおのずと違うものであるのは明らか
である。企業の目的は利潤を追求してその中から
株主に配当することであり、この目的を抜きにし
ては企業の存立価値はないといっても過言ではな
い。一方、社会福祉法人などの営利を目的としな
い組織が経営する施設等の目的は、利潤の追求で
はなくノーマライゼーションやコミュニティケア
の理念の実現、インテグレーションやサービス利
用者の自立支援、生活の質の向上などにおかれる
こととなる。
組織管理では、これらの目的の中から、施設等
が提供するサービスの方向や考え方を的確に反映
した共通目標を定めて、サービス利用者や職員が
それを共有化することが必要である。さらにその
目標を実現するため、各職場や専門職問で具体的
な課題や問題点を抽出して話し合いを重ねて、職
場や職域ごとの具体的目標とするとともに、職員
一人ひとりの達成目標もあわせて設定させる。そ
れぞれの段階での目標が相互に関連し連動してい
くことによって、施設等の目標が再形成されてい
くのである。その意味で目標とは、 「施設が全体
として向かうべき目あてや方向を示すものであ
り、サービスを提供する援助者の考え方の基本と
なるものであり、サービス実践の基本的な視点・
目安になり、あわせて施設利用者・生活者の生活
目標、行動の視点・目安になるもの15)」であると
いわれる。このような手法を指して、目標による
管理という。
社会福祉施設等の活動では、こうした過程を経
て決定された目標達成に向けて、理事者、管理
者、職員が-体となってサービスを展開していく
視点が重要である。すなわち、経営管理とは管理
者だけの業務を指すものでもなく、職員を上意下
達的に操作するものでもない。それぞれが担当す
る業務の責任と権限を明確化し尊重する中で、施
設や組織の構成員全体が協働して組織的活動を推
進していく過程と、その結果を重視していく活動
である。管理者はその過程や結果、結果に基づく
目標の修正などのマネージャーとしての役割を持
つのである。
運営管理は、施設や組織・団体が決定した目的
を達成するための直接的活動の過程と、その過程
を効果的に達成していくための間接的活動という
2つの側面を有している。前者の活動は、目標を
達成するための計画の立案、立案した計画の実
施・実践、実践と目標との関係の評価、目標の修
正と再計画および広報活動といった過程からな
り、後者は運営管理のための条件、すなわち人事
管理、施設設備の管理、事務・財務管理とこれを
基盤としたサービス管理から構成される。経営管
理とは、主として後者に着目するものである。
(2)経営管理のための条件整備
施設や組織・団体の活動を効果的に推進するた
めには、その条件整備の具体的内容を把握してお
く必要がある。まず、人事管理は、職員の採用・
配置・教育研修、賃金・労働時間、職場の人間関
係を含めた労働環境などの管理を総称したもので
あるが、福祉サービスはきわめて属人的な性格を
狩っているため、施設等の年間収入総額の70%か
ら80%が人件費に充てられるのが通常である。こ
の点から考えてみても、人事管理は経営管理の中
心となるものであるといえる。
人事管理を行うための第1の条件は、適切な人
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事計画の立案と勤務体系の整備である。福祉サー
ビスを提供する施設等では、長期的視点に立った
事業計画に基づいて、収支バランスを勘案しなが
ら人事計画を立案する必要がある。短期的には職
員の休職や退職、産休・育休などに対応できるよ
うに計画を立てて、雇用契約と採用、配置を適正
に行わなければならない。施設等の業務は、大別
して事務部門とサービス提供部門から構成されて
いるが、職員の採用の段階では、免許や資格、実
務経験の有無などを十分に勘案するとともに、良
好な職員集団が形成されるよう、募集対象年齢な
ども考慮する必要がある。
勤務体系の整備にあたっては、労働基準法等の
関係法規に定められた事項を遵守し、労働契約や
就業規則、給与体系、休暇・休日などの内容を明
確にすることが不可欠である。そのうえで、施設
内の組織、具体的な勤務体制、職員の役割分担を
提示して民主的な人事管理が行われるよう配慮す
ることが求められる。福祉サービスの提供主体と
なる施設等は比較的小規模であることから、適正
配置や人事異動が難しいといわれるが、人員配置
の調整、教育研修の充実なども視野に含めなが
ら、これらが適正に実施されるよう努めなければ
ならない。
財務管理とは、施設の目的を実現するための事
業の執行等にかかわる予算を管理し、資産と負
債、財源の調達と運用を管理し、健全な財政運営
を行うことである。これまでの社会福祉法人会計
は、措置制度のもとで、 「原則的には大幅な運用
が許されず、補助金や措置費はその目的のためだ
けに使うもの」とされ、 「費用を使うことがサー
ビスの内容を測る尺度のように判断されていたた
め、そこには経営という考え方はなかったに等し
い16)」と指摘されてきた。
しかし、福祉サービスの利用方式が措置から契
約へと移行していく中で、介護報酬や利用料と
いった報酬という考え方に基づく事業収入を、い
かに効果的に消費して利用者本位のサービスの充
実を図っていくか、それぞれの施設等が考えてい
かなければならない時代が到来した。この点を踏
まえて、社会福祉法の施行とあわせて、その道用
事項として「社会福祉法人会計基準」が改正され
た。そこでは、 ①施設単位であった会計単位を法
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人単位に一本化し、法人全体での経営状況が把握
できるようにするとともに、 ②経営努力(効率
性)が反映される会計として、損益計算や減価償
却の概念を導入して法人としての公益性を維持
し、さらに情報公開等にも対応できる会計とする
こと、などが示されている。
このような規制緩和にともなって、サービス提
供主体としての社会福祉施設や組織・団体におい
ては、以前にも増して経営管理の視点が重要視さ
れてくるのは明らかである。しかし、社会福祉
サービスにかかわる施設等での経営管理とは、先
に述べたような本来的な目的を無視して利潤を追
求することを意味しているのではなく、その目的
を達成するために必要となる財源を確保し、ある
いは配分していく過程であり、手段であることを
忘れてはならない。
さらに、入所・利用施設では、サービス利用者
の豊かな生活の場を保障するとともに、よりよい
人間関係の形成を図るための施設、設備の維持・
改善を図ることが望まれる。建物の立地条件など
は単なる理想論を超えた難しい面があるが、サー
ビス利用者のプライバシーに配慮した居住環境の
整備、快適な生活を確保するための最新の設備や
備品の導入などは常に念頭においておくことが必
要である。このような諸条件が整えられることに
よって、スーパービジョンやケアマネジメントの
機能もより効果的なものとなる。同時に、利用者
の希望を最大限に尊重した、その人らしい自立し
た生活が送れるようなサービス提供が可能となる
のである。
社会福祉施設や組織・団体の経営管理において
ほ、サービス利用者と提供者の対等な関係、利用
者本位に基づく自由なサービスの選択といった福
祉サービスの理念を尊重する姿勢が、よりよい
サービス管理を具現化するための最大のポイント
となる。また、社会福祉法第78条に規定された
サービス提供主体における自己点検や利用者等に
よる評価を適宜実施するとともに、その運用事項
として検討が急がれている第三者機関による客観
的な評価を積極的に受け止めてサービスの向上を
図っていくことが重要である。これらの活動を通
じて把握された新たなニーズや、施設等の経営管
理上の諸問題を、国や自治体の制度・政策課題と
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して反映させていく過程や手法を確立していくこ
とが必要となろう。さらに今後は、行政機関にお
ける社会福祉経営管理と、社会福祉施設等での経
営管理を包括した新たな理論が構築されていかな
ければならないが、それを具体化する作業は、後
日の検討に譲ることとしたい。
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